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はじめに 

 

2013 年 11 月サウジアラビアで大

掛かりな不法滞在外国人の摘発と強

制退去が行われた。こうした実力行

使は今に始まったことではないし、

この国に限られたことでもない。し

かし、各国の報道を総合すると摘発

はかってない規模であり i、多くの国

の報道機関が一斉に伝えたこと自体、

過去の取り締まりとは性質を異にす

る。サウジアラビアはなぜ今このよ

うな強硬措置をとったのか。 

周りの国々でアラブの春が始まっ

てから丸 3 年、いまだ実りの秋を迎

えた国はない。隣国シリアでは内戦

が終結する見込みがないし、エジプ

トは結局何一つ解決することなく元

の軍人支配に戻り、市民の不満は鬱

積するばかりである。一連の事件が

失業に端を発したことを考えれば、

サウジアラビア政府が神経を尖らせ

るのも頷ける。国内では婦人参政権

要求など女性の政治社会参加を求め

る声が高まっており、これも失業問

題と深く係わり合っている。こうし

たことを重く見た政府が迅速な措置

をとったものと受け取れる。 

サウジアラビアの現体制が基本理

念とするイスラームの価値観を維持

しつつ、経済の近代化を果たすとい

う難しい舵取りを行って来たのは

1970 年代に入ってからである。当初

は急増した石油収入をいかに国内に

均霑するかが喫緊の課題で、巨大イ

ンフラストラクチャー建設が各地で

打ち上げられ、国中が堀り返された。

それまでのサウジアラビアは遊牧生
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活を送るベドウィンが定着民を支配

する独特の社会構造のもと、巡礼者

を受け入れるジェッダ、メジナ、メ

ッカを除けば人々は経済的には極め

て貧しい生活を営んでいた。それが

内発的な力によらず、石油利権とい

う巨額のレント収入に預かったこと

で、サウジアラビアは所謂オランダ

病を患った。発展の極く初期段階に

あったことから ii、石油レントがも

たらした影響は本家オランダよりも

更に根深く、未だに抜け出られない。

ここでは雇用と失業に焦点を当てて、

同国の経済社会が抱える問題の深刻

さを取り上げた。 

 

高失業率の現状 

 

第 1 表はサウジアラビアの雇用と

失業の推移を過去 13 年トレースし

たものである。この表より同国が抱

える労働問題の諸側面を知ることが

出来る。第一に失業率が長期にわた

り改善されないこと、この間の経済

成長が順調であったことを考慮する

と、合点がいかない。失業率は景気

動向に左右されず 10％前後で高止

まりしている。第二は、失業率が高

い一方で多数の外国人労働者を抱え、

就業者に占める割合が減っていない。

2000 年から 2013 年に至る 14 年間で

雇用総数は 571.3 万人から 1072.9 万

人へ 1.9 倍に増加している。しかし

増加分の 60％近くは外国人が占め

ている。第三に、サウジ人女性の就

業人口が極めて少なく、高失業率の

最大の要因になっている。この 14

年間にサウジ女性労働力人口は 42.7

万人から 108.9 万人に激増したもの

の就業機会は広がらず、女性の労働

市場参入の増加は失業者を増やす結

果をもたらしている。失業率は年を

追って高まり、2013 年央では 33％を

記録している。 

第一の特性についてはオランダ病

と同じ病理が指摘される。70 年代か

ら始まった国家改造事業では多数の

労働力が緊急に必要とされた。しか

も、建設労働に代表される労働需要

は一次的な性格を有しており、工事

が完了すると出国させることで外国

人の定着化を防げた。一方、サウジ

人に技術移転が行われる機会が乏し

い上、建設労働など地面に這いつく

ばって汗水流す仕事は、天地を自由

に駆け回るベドウィンの望むところ
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でなかった。政府発注工事がサウジ

企業か若しくは外国企業との JV に落

札されると、受注者は安い労働力をイ

ンド、パキスタンなど周辺国で調達し

た。割安で大量の労働力が確保でき、

仕事が終われば出国させる外国人の

存在はある意味では市場原理に沿っ

たもので、企業にとっても政府にとっ

ても都合よく、しばらく放任された。

教育や軍などの人材は周辺アラブ諸

国でリクルートされた。サウジ人の雇

用は制度的に自国人に限定される政

府か公的機関、或いは役所との交渉役

やペーパーワークなどに限られた。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

（出典）サウジ経済計画省、労働省資料より筆者作成

第１表 サウジアラビアの雇用統計
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教育、医療の無料化、公共料金な

どへの補助金給付に加え、政府自ら

が雇う膨大な数の公務員と公共機関

職員の賃金支払いなど、大きな政府

を維持できる財源がサウジ政府には

あった。Manal Fakeehiiiがトリクルダ

ウン効果と指摘する財政大盤振る舞

いによる地場経済活性化策は財政赤

字に陥る 1980 年代初頭まで続いた。

その間に、サウジ人が外国人を使う

という代替性がない労働市場構造が

出来上がって現在に至る iv。代替性

がないことで賃金格差も解消されな

い。政府統計でも同じ職種でサウジ

人の平均賃金は外国人の約 2 倍にな

っている。（第 2 表参照）安い労働者

を雇用したい民間企業と政府の利害

が対立するようになる。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

第２表 民間における職種別・性別・国籍別平均賃金 
（2012, サウジリヤル/月） 

 

サウジ人 外国人 

男 女 男 女 

管理職・事業責任者 8453.95 2655.73 4537.33 2258.61 

研究技術開発・経営特別職 11968.91 3929.62 2933.3 3366.69 

技術・営業専門家 4549.16 2967.99 1553.21 1480.12 

事務職 4959.83 2427.99 1869.05 2704.16 

営業職(販売) 2961.9 2158.77 1392.88 1673.02 

サービス業 4275.76 2318.04 754.94 615.61 

農業技師 2654.67 2273.05 480.96 451.89 

製造業技師 5536.7 2012.93 622.67 --- 

機械技師補助 4978.72 2471.46 742.25 739.23 

（出典）サウジアラビア労働省統計年鑑 2012 版 
1 サウジリヤル≒27 円 
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女性の高学歴化・社会進出と高失

業率 

 

女性の社会進出、労働力化を促し

た要因として都市化、高学歴化、家

族構成の変化（拡大家族の減少と核

家族化）が指摘できる。高学歴化に

ついて見て行こう。1992 年調査では

短大・専門学校以上の高等教育を受

けたサウジ女性は 12.4 万人、それが

2007 年には 81.6 万人に急増してい

る。因みに高等教育省の統計による

と 2012（1433/34）学校年度末に国内

の短大、大学・大学院を卒業したサ

ウジ人男女は 13 万 7203 人 v、うち

女子が 7 万 0538 人で、男子の 6 万

6665 人を上回っている。 

そして、高等教育を受けたサウジ

女性の就業希望者が年々増えている。

1992 年の国勢調査によると、vi 12 歳

以上 viiのサウジ女性の労働力人口は

18 万 5169 人で、労働力化率は 5.6％

と低い。その為もあって女性失業率

は 7.6％に止まった。その後サウジ女

性の職場進出志向が広がり、2002 年

には労働力化率は 10.1％、特に 20

代後半から 30 代前半の女性の労働

力化率は 20％前後に達している。

2013 年には 15 歳以上で 16.1％、20

代後半から 30 代前半の女性につい

ては 30％を超えている。それでも男

性の半分に満たない。 

経済計画省が 2013 年に行った調

査 viiiでは、就職しない理由に「学業

継続」を挙げている女性が年々多く

なり、1 位の「家事」を理由に挙げ

ている人に迫っている。なかでも 15

－19 歳層と 20－24 歳層に学業継続

を挙げる女性が多い。この層が上級

校を卒業する 20 歳代後半から 30 歳

代前半に労働市場に参入を試みるの

だが、見合った職場はなく、結果的

にこの年代層の女性失業者が最も多

くなっている。高等教育進学者が増

加する背景には教育施設の充実と人

口の定着化・都市化が指摘できる。

サウジアラビアでは短期間のうちに、

都市化が進み、2011 年には 80％の人

が都市に住むようになった（2012 年

の人口統計）。さらに 3 世代が同居す

る拡大家族の減少、重婚、早婚の減

少もサウジ女性の家族、社会意識に

変化を与えてきたと考えられる。 

女性の労働市場参入により、サウ

ジ人労働力人口は 2002 年の 314.9 万

人から 2013 年央に 534.0 万人へ

http://www.iti.or.jp/



 

94●季刊 国際貿易と投資 Summer 2014/No.96 

219.1 万人増、年率にして 4.9％の速

いスピードで増加している。就業人

口は同期間、年平均 4.7％で増加して

いるものの、求職者の増加に応えら

れず、労働力人口の増加は失業者増

加に繋がっていく。成長しても雇用

が増えない産業構造の特性について

は後述するとして、女性の失業率上

昇の背景には、サウジアラビア特有

の政治社会的要因が指摘できる。コ

ーランを頂点に築き上げられた法体

系（シャリーア）の下では、家庭外

では男女が交流してはならないとさ

れる。シャリーアは神聖法の性格を

有し、何人も変えることはできない。

人間に出来ること（なすべきこと）

は、シャリーアを如何に正しく解釈

するかであるが、人間の術なので、

解釈に相違が生じ、宗派、学派が生

まれる。サウジアラビアの現体制は

ハンバリ（Hanbali）という最も厳格

な学派の解釈を採用し、公法の私法

の別なくシャリーアが支配する。近

年女性に運転免許を認めさせようと

する運動が起こっているが、政府は

認める気配がない。シャリーアを解

釈して合否を判断するイスラーム法

学者‘ムフティー’達がハラール（合

法）の判定を下さないからである。

例えば女性に運転免許すら認められ

ないことは彼女らの社会進出の大き

な足枷になっている。同じような理

由で女性が就職出来ない職業が少な

くない。2014 年に入り、女性用下着

売り場の店員を女性に限定するとの

通達がでて話題になったほどである。

発想の転換がないと女性の職場進出

は拡大しない。例えば、現状では小

学校から男女別学で、男子校は原則

男子教師が持つ。医療の分野、コン

ピュータを使った情報通信などはサ

ウジ女性の新たな就業先として期待

できる。既にイスラーム銀行が世界

各地で設立され、女性専用窓口が設

けられているなど社会実験は進んで

いる。だが現状は厳しい。 

 

産業構造上の特性 

 

かつ嘗て砂の王国と呼ばれ、20 世

紀半ばまでは最貧国の一つに数えら

れた。産業と云えば牧畜、沿岸中継

貿易、それにメッカ巡礼者の受け入

れであった。1933 年に米国メジャー

が出資する ARAMCO が石油利権を

得て 1938 年に大油田を発見すると
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王家と国家の財政は豊かになるかと

思われたが、2 代目国王の放漫財政

などで石油収入では足りず、経済も

政治も不安定な時代が続いた。財政

が豊かになるのは1973年の第4次中

東戦争を契機に発動したアラブ産油

国による禁輸戦略とそれを好機と捉

えた、OPEC 諸国による一方的原油

価格引き上げであった。この時期か

ら、イラン革命を契機に再燃した原

油高騰「第 2 次石油ショック」にか

けて、この国の石油収依存体質が構

築された。サウジアラビアのみなら

ず、周辺産油国をも巻き込んだ大規

模な“半島改造”事業が繰り広げら

れた。産業・社会資本建設に次いで

政府が優先したのは石油化学産業創

設であった。政府自ら出資して外資

と合弁事業を立ち上げた基礎石油化

学プラントと一部下流分野の企業群

が稼働している。現在でも最大の雇

用先はこれらの企業群である。ix 石

油化学産業は裾野が広く、繊維、プ

ラスチックからファインケミカル

（医薬品など）まで現代社会には欠

かせない製品を生み出すのであるが、

上流部門（エチレンモノマーなど）

は資本集約的な装置産業であり、多

くを雇用しない。反面下流に行くに

従い原燃料コスト比率が下がるため

サウジアラビアの優位性は少なくな

る。サウジ政府は基礎石油化学品を

投入財とする、繊維、プラスチック

や、医薬品などファインケミカルま

で裾野拡大を計画しているが、テン

ポは遅い。 

その一方で、石油価格の高騰に支

えられて高度成長を達成した 1980

年代前半は、消費ブームが起こり輸

入、国内流通、小売部門が拡大した。

雇用もこれらの部門が順調に増え続

け、人手不足、人件費高騰が問題に

なり、民間企業が主体のこの分野で

は多くの外国人労働者を雇用するよ

うになった。 

こうして賃金が高い政府公共部門

はサウジ人、民間主体の流通・サー

ビス部門は外国人というデマケショ

ーンが形成された。開発計画レビュ

ーによると第 3 次開発計画期間中

（1980 年～1985 年）雇用数は全体で

142 万人増えた。内訳はサウジ人 29．

3万人、年率3.7％で増えたのに対し、

外国人が 112.7 万人（年率 11.7％）

増加、就業者に占める外国人の比率

は 59.8％増えた。xこの構図は現在に
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至るも大きく変わっていない。 

2001 年から 2013 年にかけて就業

者が 580.9 万人から 1063.7 万人（年

率換算 5.2％）へ大きく増えている xi。

ところが、サウジ人についてみると、

同じ期間就業人口の増加は 277.7 万

人から 463.1 万人へ 185.4 万人、年率

4.3％、増加分の 38.4％寄与している

に過ぎず、労働力のサウジ化は後退

している。もう少し詳しく見てゆく

と、総雇用に占めるサウジ人比率が

高い分野は公務員（治安防衛を含む）

で、同期間中 96.4％から 98.2％にシ

ェアを増加しているほか、教育従事

者が 87.6％、鉱業 76.88％、電気ガス

73.6％高い比率を保っている。これ

らは政府部門か公益事業体であり、

政府の方針が反映されやすい。純民

間分野では金融保険がサウジ化率を

57.2％から 73.7％に増やしている半

面、最大の民間雇用部門である建設

業ではサウジ人化率は 2001 年の

7.0％から、2013 年で 8.1％に微増し

たに過ぎず、依然 159 万人の外国人

が働いている。外国人雇用比率が特

に民間部門において高い理由は賃金

ギャップにあることは明白で、外国

人解雇の容易さがこれに加わる。賃

金格差については 2012 年労働白書

からも読み取ることが出来る（第 3

表）。 

 

経済多様化と雇用拡大の‘アメと

ムチ’ 

 

これまで採用されてきた雇用のサ

ウジ化政策は抑制的な内容であり、

市場のメカニズムが働かない。民間

企業側にすれば、内外の市場で競争

できる生産物を造ることが必須で、

安くて生産性の高い労働力を求める

のは当然である。確かにこれまでも

現在も各種の専門学校、研修所を作

り、市場に送り出しているし、また

研修期間中の賃金の一部を政府が負

担するといった措置も講じている。

それでもサウジ人就業者を目に見え

て増やすほどの効果を挙げていない。

そこで、導入されたのが「ニターカ」

と呼ばれる外国人就労ビザ発給規制

である。国内の事業所を業種、規模、

従業員に占めるサウジ人の割合など

にガイドラインを設けそれをクリア

した企業には外国人ビザ更新・新規

発給を緩和するなど、“アメ”の成分

を加えた内容だが依然雇用者には厳
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しい。同制度の導入に懐疑的なシュ

ウラ（国家諮問委員会）メンバーの

一人はガルフビジネス xii紙に「サウ

ジ若者に、仕事がないのではなく働

く気がないのだ」と語っている。ニ

ターカ制度をムチとすれば「国家産

業国家産業クラスター開発計画

（National Industrial Cluster Development 

Program- NICDP）はアメといえよう。

長期的に成長を持続し、自国人に雇

用機会を提供するには産業多様化が

必要と考え、2024 年を目標年とする

長期戦略 2005‐2024 が打ち上げら

れているが、その中核となるのが

NICDP である。サウジアラビアの資

源賦存、産業発展段階と産業競争力、

市場規模等を検討の上、短中期で優

先投資すべき産業グループ 5 分野取

り上げている。xiii 優先分野に該当す

ると認定された事業には、サウジ政

府が既に持っている資金的、人的、

技術的支援を提供する、というプロ

グラムである。合弁事業への出資か

ら工業団地提供、従業員訓練費支援、

公共料金の割引、法人税減免など、

既存の産業振興措置を組み合わせた

点が特徴的である。また、地域的に

はアジア諸国からの企業誘致に重点

を置くとしている。 

このプログラムに対する内外経済

界の反応は好意的で、日本やアジア

諸国との合弁プロジェクトも立ち上

がった。雇用促進効果についても具

体的な成果が出ている。このプログ

ラムスタート当時、民間製造業事業

所数は 5043、従業員数 63 万 7879 人

であったが、3 年後の 2014 年（第 1Q）

ではそれぞれ 6683、87 万 9060 人と

大きく伸びている。xiv 業種別にみる

と、雇用数、伸び率ともに食品・飲

料が最大で、この間に 4 万 4867 人増

加、率にして 36％増、続く非金属加

工では 9 万 1273 人から 16 万 2984

人へ、3 位は金属加工で 5 万 0014 人

から 10 万 4280 人に増加している点

が目立つ。いずれも内需型産業であ

る。金属加工などの素材産業は機械

生産に進む前段階と考えられ、機械

組み立て産業が起こる日も遠くない。 

ここに紹介した統計では自国人、

外国人の分類がないので明言出来な

いが、ニターカで自国人雇用が担保

されていると考えれば、残された最

大の課題は、サウジ女性を労働市場

で活用するかに絞られる。だが、こ

の課題は経済産業の領域を超えた国

http://www.iti.or.jp/
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の根幹に係わるテーマであり、新た

なパラダイムが必要になろう。以上 

 

注 

i 例えば朝日新聞 2014年 1月 10日付は

100 万人を超す人が出国したと報道 

ii Fakeeh は英国の産業発展の歴史と比

較し、サウジアラビアを産業革命以前

の状態としている。Manal Soliman 

Fakeeh, ‘Saudization as a Solution for 

Unemployment; The Case of Jeddah 

Western Region’ 

（http://theses.gla.ac.uk/1454/1/Fakeeh_

DBA.pdf） 

iii Manal Soliman Fakeeh,‘Saudization as a 

Solution for Unemployment; The Case 

of Jeddah Western Region’ 

（http://theses.gla.ac.uk/1454/1/Fakeeh_

DBA.pdf） 

iv 1983年から 1999年まで国家予算の赤

字が続いた。 

v サウジアラビア高等教育省ホームペ

ージ統計年鑑 1433／34 

vi 国勢調査時以外の年の数字は担当省

庁と経済計画省によるサンプル調査

による 

vii 当時は義務教育 6 年間 

viii Ministry of Economy and Planning 

‘Demographic Survey 2013 R1’ 

ix サウジ基礎産業公社は（SABIC）1976

年設立の同国最大の企業（資本金の

30％公開上場）は凡そ 4 万人を雇用す

る。同社の 2012 年次報告書 

x 経済計画省、第 3 次計画の評価、 

xi Ministry of Economy and Planning, 

Labour market survey. 2001年版と 2013

年 R1 

xii Gulf Business, Jan.29,2014 

xiii NICDP ホームページ 

http://www.ic.gov.sa 

xiv 2011 年は SIDF 

（http://www.sidf.gov.sa/）、2014.Q1 は

産業鉱物資源省（http://www.gov.sa/）

のホームページ 

xv NICDP のホームページでは、このプ

ログラムで認可された事業は外国人

労働者雇用にサウジ人のスポンサー

は不要となっている。
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